
町営住宅申し込み要領 

町営住宅は、公営住宅法等に基づいて住宅に困窮する方に、健康で文化的な生活を営ん

でいただくため、国の補助を受けて建設した町民共有の大切な公共財産です。団地内の生

活は共同生活ですので、皆様に明るく快適に生活していただくため、入居にあたっては、

いくつかのルールがあります。町営住宅の入居申込みについては、諸条件がありますので

必ずご一読ください。 

 

１ 申込方法及び注意事項 

（１）入居を申し込まれる本人又は同居親族の方が、受付期間内に町営住宅入居申込書等

の必要書類を建設課建設管理班へ提出してください。 

（２）町外にお住いの方などの場合は、代理申込も可能ですが、入居申込資格や申込書に

記載された内容の質問に対し、確実な回答ができる場合に限ります。 

（３）受付期間後の入居希望住宅の変更はできません。入居決定後に安易な理由で入居を

辞退することがないよう、地理、階層、生活上の利便性等について事前に検討して

ください。 

（４）入居決定前に、募集する住宅の中に入って見学はできません。 

 

２ 入居申込資格について 

 次の条件をすべて満たす必要があります。 

（１）申込者本人が成人であること。 

（２）現在、同居又は同居しようとする親族（婚姻の届出をしないが、事実上婚姻関係と

同様の事情にある者その他婚姻の予約者を含む。）があること。 

   ※単身での入居は要件があります。 

（３）現在、住宅に困っていること。 

（４）町税等の滞納がないこと。 

（５）入居しようとする全員の収入合計が、公営住宅法で定められた収入基準内であること。 

（６）入居しようとする全員が暴力団員でないこと。 

 

３ 単身入居について 

 入居申込資格を満たし、かつ、次のいずれかに該当する方は単身での入居申込可能です。 

（１）６０歳以上の方 

（２）身体障害者手帳１級～４級に該当する方 

（３）精神障害者手帳１～３級または療育手帳Ａ・Ｂに該当する方 

   ただし、「公営住宅法の一部を改正する法律の運用について」により、入居後常時の

相談対応などの居住支援体制が整っていることが単身入居の条件となります。 

居住支援体制について、関係機関からの証明が必要となる場合があります。 

（４）戦傷病者手帳の交付を受け、その手帳に記載されている障がいの程度が、恩給法別

表第１号表の２の特別項症から第６項症までの方、または同別表第１号表の２の第

１款症の方 

（５）原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律第１１条第１項により、厚生労働大臣の

認定を受けている方 

（６）生活保護法による被保護者の方 

（７）海外からの引揚者で、本邦に引き上げた日から起算して５年を経過していない方 



（８）ハンセン病療養所入所者等に対する補償金の支給等に関する法律第２条に規定する

ハンセン病療養所入所者等 

（９）ＤＶ被害者の方 

 ※提出書類については、別紙「町営住宅入居申し込み提出書類」参照 

 

４ 入居の決定について 

申込者が募集戸数より多いときは、波佐見町町営住宅条例に基づき、住宅に困窮する度

合いの高い方から入居者を決定します。選考結果は、電話連絡又は文書で通知します。 

 

５ 入居の手続き 

（１）入居決定者は、決定のあった日から１０日以内に敷金（入居時の決定家賃の３か月

分）を納入しなければなりません。 

（２）原則として、連帯保証人２名を記載した請書に入居者及び保証人それぞれが署名捺

印し、印鑑証明書を添付の上、提出しなければなりません。 

（３）入居決定者は、入居可能日（町が指定する日）から１０日以内に入居しなければな

りません。 

 

６ 入居資格の失格事項 

次の方は、入居資格がなくなりますのでご注意ください。 

（１）申込後に入居資格を満たしていないことが判明した方。 

（２）入居可能日（指定日）までに敷金の納付及び請書を提出しなかった方。 

（３）入居可能日（指定日）から１０日以内に「同居する親族」が入居できない方。 

（４）虚偽の申し込みや家族・親族を不自然に分割したり、同居しようとする方。 

（５）婚約証明書を提出された方で、入居可能日（指定日）の前日までに入籍しなかった方。 

 

７ その他 

（１）浴室の浴槽・給湯器、各部屋の網戸が設置されていない場合は、各自で購入や業者

へ依頼し、設置する必要があります。 

（２）家賃や駐車場使用料の滞納は厳禁です。住居の明け渡し請求対象となります。 

（３）共益費等は、家賃とは別にそれぞれの町営住宅で定められています。 

（４）入居後において、自治会加入をお願いします。 

（５）町営住宅内では、犬、猫、小鳥等動物の飼育は町営住宅の管理上支障があり、他の

入居者とのトラブルの原因となりますので飼育禁止です。 

（６）共同生活や建物の構造上、ある程度の生活音等（上階住民の足音等）があることを

了承のうえ申し込みください。 

（７）騒々しい声を発したり、大きな音を立てたりする行為は禁止です。 

（８）町営住宅管理上に関係しない入居者間のトラブルについては、町は介入しません。 

（９）修繕については、入居者が費用を負担するものがあります。 

また、退去時においては、入居時にお支払いいただく敷金（決定家賃の３か月分）

を鍵・襖・畳の交換費用が超えた場合、追加納付が必要です。 

（10）駐車場が無い住宅、有ったとしても空き区画がない場合もございますので、ご了承

ください。 

 

 



収入基準の判定方法 

入居全員の１年分の総所得（所得税法第２編第２章第１節から第３節までの例に準じて算出し

た所得金額）から、公営住宅法施行令に規定する控除額を控除し、１２か月で除した月額です。 

この認定額が、一般世帯の場合 ： １５８，０００円以下 

裁量世帯の場合 ： ２１４，０００円以下の場合申込みができます。 

 

（参考）合計所得金額から控除できる内容 

控除の種類 控除対象者 １人あたり控除額 

Ａ 基礎控除振替 ① 給与所得又は公的年金等に係る雑所得を有する入居者

又は同居者 

１００，０００円 

※所得金額が１０万円

未満である場合は当該

額 

Ｂ 同居親族 申込者を除いた同居親族 ３８０，０００円 

Ｃ 別居扶養親族 同居親族ではないが、所得税法上の扶養親族控除の対象と

して認められている人 

３８０，０００円 

Ｄ 特定扶養親族 16 歳以上 23 歳未満の扶養親族（配偶者を除く） ２５０，０００円 

Ｅ 老人扶養親族 70 歳以上の扶養親族及び 70 歳以上の控除対象配偶者 １００，０００円 

Ｆ 障害者 申込者、扶養親族のうち、身体障害者手帳３～６級、精神

障害者保健福祉手帳２～３級、療育手帳（Ｂ級） 

のいずれかを所持している者。 

２７０，０００円 

Ｇ 特別障害者 申込者、扶養親族のうち、身体障害者手帳１～２級、精神

障害者保健福祉手帳１級、療育手帳（Ａ級）のいずれかを

所持している者。 

４００，０００円 

Ｈ 寡婦 （１） 又は （２）で要件を満たすもの 

（１） 夫と離婚した後婚姻をしていない者のうち 

① 扶養親族がいる方 

② 合計所得金額が５００万円以下の方 

③ 事実上婚姻関係と同様の事情にあると認められ

ない方 

（２） 夫と死別した後婚姻をしていない者 

又は夫の死別が明らかでない者のうち 

① 合計所得金額が５００万円以下の方 

② 事実上婚姻関係と同様の事情にあると認めらな

い方 

２７０，０００円 

※所得金額から所得控

除額を差し引いた額が

２７万円未満である場

合は当該額 

Ⅰ ひとり親 次のすべての要件を満たすもの。 

① 現に婚姻をしていない又は配偶者の生死の明ら

かでない方 

② 生計を一にする子のいる方 

③ 合計所得金額が５００万円以下の方 

④ 事実上婚姻関係と同様の事情にあると認められ

ない方。 

３５０，０００円 

※所得金額から所得控

除額を差し引いた額が

３５万円未満である場

合は当該額 

 

 



※裁量世帯 

 入居者又は同居者が次に掲げる項目に該当する世帯 

 ア．入居者が６０歳以上であり、かつ同居者のいずれもが６０歳以上又は１８歳未満の者 

イ．身体障害者手帳１級から４級を所持している者 

ウ．精神障害者保健福祉手帳１級から２級を所持している者 

エ．療育手帳Ａ１、Ａ２、Ｂ１を所持している者 

オ．小学校就学の始期に達するまでの者 

 

 

２ 計算方法 

所
得
額 

入居申込み世帯で所得のある方 年間所得額（円） 

本人  

妻  

その他  

合計所得額（X）  

控
除
額
の
計
算 

控除の 

種類 
控除額（円／人）  該当者数（人）  控除金額（円） 

A １００，０００ ×  ＝  

B ３８０，０００ ×  ＝  

C ３８０，０００ ×  ＝  

D ２５０，０００ ×  ＝  

E １００，０００ ×  ＝  

F ２７０，０００ ×  ＝  

G ４００，０００     

H ２７０，０００     

I ３５０，０００     

合計控除金額（Y）  

世帯収入認定額 ＝ （X－Y） ÷ １２ヶ月  

  


